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                                2018年 3月 30日 
 

日本ユニシス 
ブロックチェーン技術を活用した約定情報共有の実証実験開始 

－ 企業や業態の垣根を越えた情報連携の有効性を金融機関と共同で検証 – 
 

日本ユニシスは、海外の機関投資家の日本株式や国債などの有価証券（以下有価証券）投資に関わ
る当事者間の情報連携（非居住者取引の約定情報連携）について、秘匿性を保ちながら企業や業態
を越えた情報の共有が効率的にできるブロックチェーン/DLT技術を適用した実証実験を 10社
（※）の金融機関と共同で開始します。 
本実証実験は、日本取引所グループによる「ブロックチェーン/分散型台帳（Distributed Ledger 
Technology、以下DLT）技術に関する業界連携型の技術検証（注 1）」の枠組みを活用したプロジェクト
です。 
（※）三井住友銀行、三菱東京UFJ銀行、SMBC日興証券、三菱UFJモルガン・スタンレー証券、 
メリルリンチ日本証券、みずほ証券、東海東京フィナンシャル・ホールディングス、日本証券金融、 
日本マスタートラスト信託銀行、大和証券（順不同） 

 
【非居住者取引の現状】 

 アメリカやヨーロッパの年金基金など海外の機関投資家が日本市場に投資する場合、時差や税制
などの国境を越えた制度の違いがある中で、日本の金融機関が注文取次、保管・決済、株主として
の権利行使の代理といった様々なサービスを提供しています。近年、日本株市場ではこれら海外
の機関投資家からの取引（「非居住者取引」と呼びます）が、全体取引額の 6 割を超えています。 

 この「非居住者取引」は関係当事者の数が多く、証券の決済指図をデータとしてリレーして処理す
る仕組みのため、金融機関ごとに迅速かつ確実な事務処理が必要になります。情報に齟齬がある
と証券の決済ができない「フェイル」の状態を招き、この場合、遅延損害金（フェイルチャージ）
などの負担が発生します。このため、各金融機関は自動処理化を推進し、フェイルの抑制に取り組
んできました。 

 海外の機関投資家と海外の証券会社の間で約定した後に決済指図のみを送付することが一般的で、
国内金融機関は情報を事前に確認する手段が限られています。一方で、有価証券の決済期間短縮
化が世界規模で進んでおり、非居住者取引も今以上の事務の迅速性と確実性の向上、またこれら
を支援するシステムが求められています。 

【日本ユニシスが実施する本実証実験の目的】 

 決済指図に先んじて有価証券取引の早い段階（約定段階）の情報を関係当事者が共有する仕組みが
実現し、売買注文と同時に約定情報を関係者で共有することが出来れば、業務の視点では遅延の防止や不
備の早期修正が実現できます。これにより、フェイルの抑制が見込めると共に、今後の決済期間短縮化
への対応も容易になり、業界全体で大きな経済効果を生むことが期待できます。 

 ブロックチェーン/DLTを採用することで、従来の開発に比べて、より「早く・安く」高い秘匿性・
堅牢性を保持した情報共有システムを構築することが可能か否かを検証します。 
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【本実証実験のイメージ】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
【本実証実験の実施環境イメージ】 
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【実証実験における日本ユニシスの役割とねらい】 

 本プロジェクトの主催者として、日本ユニシスの長年の資金証券・証券決済業務分野で培った開
発経験と実績を生かし、金融機関の方々と共同で当実証実験に取り組むことにより、新たな技術
であるブロックチェーン/DLTを生かした市場インフラ創出の可能性を検証するとともに、金融機
関の既存業務と融和性の高いシステムの実現を目指します。 

 今後の金融取引における有力なブロックチェーン/DLT技術である「Hyperledger Fabric1.0」環
境とMicrosoftが提供する「Microsoft Azure」環境のハイブリッド環境を使った実証実験を通し
て、様々な環境でブロックチェーン/DLT技術の適用、構築を可能とする IT事業者を目指します。 

 
日本ユニシスは、さまざまなお客さま、利用者、サービス、ベンダーをつなげて新しい価値を創造する
ビジネスエコシステムの中核となり、社会に貢献していきたいと考えています。当社は、今後も各金融
機関とともに社会の持続的な発展を見据えて斬新で便利でより踏み込んだサービスの提供など、新た
なビジネスを創造していきます。 
 

以上 
 
 

 
注 1：ブロックチェーン/分散型台帳技術に関する 業界連携型の技術検証 

http://www.jpx.co.jp/corporate/news-releases/0010/20161130-01.html 
 

注 2：Hyperledger Fabric 
The Linux Foundation（https://www.linuxfoundation.jp/）が運営するブロックチェーン技
術の共同開発プロジェクト「Hyperledger Project」が開発しているブロックチェーンのフレー
ムワークです。 
 

注 3：Microsoft Azure 
Microsoft Azure（マイクロソフト・アジュール）はマイクロソフトが提供する、オープンで柔
軟なエンタープライズレベルのクラウド プラットフォーム (PaaS/IaaS) です。 

 
※関連リンク 
 日本取引所グループ「業界連携型DLT実証実験」 ： 

http://www.jpx.co.jp/corporate/research-study/dlt/index.html 
 

※Microsoft、Azureは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標 ま
たは商標です。 
※その他、記載の会社名および商品名は、各社の商標または登録商標です。 
 
※掲載のニュースリリース情報は、発表日現在のものです。その後予告なしに変更される場合があり
ますので、あらかじめご了承ください。 
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